千葉市開発審査会 付議基準 第１４（属人性解除の用途変更）チェックリスト
※事前相談必要書類

【前提条件】
□　適法な手続きを経て建築された建築物であること。
　　従前手続き　□　有　　　　　／　　　　□　無　　
　　　　　　　　□　２９条許可（□　完了済　／　□　未完了（※））
　□　４３条許可
□　６０条証明

　　※　未完了の開発許可を今回完了させる場合、現在の３３条技術基準が適用されます。（道路、排水等）
□　現に存する建築物の用途変更であること。
　□　現に存している（□許可当時と相違なし、□相違あり（　　　　　　　　　　　　）
□　現に存していない（□災害により滅失（   　　　　　）、□その他（　　　　　　　　　　　　）
【１の許可要件】
□　属人性のある自己用建築物であること。

　□　分家住宅、□　既得権、□　既存集落、□　農家住宅　
　　（許可・証明日：昭和・平成・令和　　　年　　　月　　　日　）
（許可・証明等を受けた者：　　　　　　　　　　　）
　　（農家の離農現況：　　　　　　　　　　　　　　　）
□（１）次のいずれかの事由に該当するものであること。

□　ア　当初許可を受けた者の死亡又は破産によること。
　□許可等を受けた者／□生計維持にとって主要な収入を得ている者の（続柄：申請者の　　　　　）
□死亡／□破産　⇒　（時期：昭和・平成・令和　　　　年　　　月　　　　日）
　□　イ　当初許可を受けた者の疾病、転勤、その他やむを得ない事由によること。
□許可等を受けた者／□生計維持にとって主要な収入を得ている者の（続柄：申請者の　　　　　）
　　　　□疾病／□転勤／□その他これらに類するやむを得ない理由
（時期：昭和・平成・令和　　　　年　　　月　　　　日）
（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　かつ、以下のいずれかに該当
　　　　□（ア）当初許可等を受けた日から１０年以上経過した場合
□（イ）当初許可等を受けた者により５年以上居住又は業務の用に供された場合
　□　ウ　当初許可から相当年数経過している事由によること。
□　当初許可等を受けた日から２０年以上経過している。
　　　　（　当初許可日：昭和・平成　　　　年　　　月　　　　日）
□（２）申請者は自己の居住又は業務を行う者であること。
□　申請者（　　　　　　　）は、当該建築物において自ら居住、業務を行う者であること。
⇒　次ページに必要書類のチェックリストがあります。

※事前相談必要書類　
□住民票、□戸籍の附票、□土地登記簿、□建物登記簿、□譲渡を証する書類（　　　　　）
１　今回の計画は　⇒　□　用途変更のみ　／　□　用途変更＋建替え

２　一定期間継続的に使用された建築物であることの確認（名義貸しの可能性）
　　　　□　住民票または戸籍の附票により、許可等を受けた者が住所を有していた。

　　　　　期間：　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

　　　　　確認資料：　住民票　　戸籍の附票

　　　　□　許可等を受けた者により、建築物の所有権保存登記がなされている。

　　　　　『　　　年　　か月間』、その建物に住んでいたと推定される。
　　　　《経緯》

保存登記　原因日⇒　　　年　　月　　日　登記日⇒　　　年　　月　　日
　　　名義人（　　　　　　　　　　　　　　　）

移転登記　原因日⇒　　　年　　月　　日　登記日⇒　　　年　　月　　日

　　　原因（　　　　　　　　　）　名義人（　　　　　　　　　　　　　　　）

移転登記　原因日⇒　　　年　　月　　日　登記日⇒　　　年　　月　　日

　　　原因（　　　　　　　　　）　名義人（　　　　　　　　　　　　　　　）
　３　前所有者から申請者への譲渡の方法
　　　□　売買　　　（　時期：昭和・平成・令和　　　　年　　　月　　　日　）　　　　
□　売買契約　（　時期：昭和・平成・令和　　　　年　　　月　　　日　）
□　その他（　　　　　　　　　）
（　時期：昭和・平成・令和　　　　年　　　月　　　日　）
◎ 用途変更は、経緯や状況等を個別具体的に確認したうえで、許可要件への適合性を判断する必要がありますので、必ず事前に宅地課窓口でご相談ください。
